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「ああ、なんてこった」。急角度で浮上中の米

海軍原潜グリーンビルの艦長スコット・ワドル

大佐は叫んだ。潜望鏡にうつったのは無惨に切

り裂かれた漁船の姿。この時、潜水艦の操縦席

に座り操縦袢を握っていたのは、海軍が招待し

た民間人。まるで飛行機のように急上昇する潜

水艦によって後部をまっぷたつにされた愛媛

県立宇和島高校の実習船「えひめ丸」に乗って

いた25人の人々は、一瞬のうちに海に投げ出

ロサンゼルス級原潜の緊急浮t

された。そのうち9人はまだ「えひめ丸」ととと

もに深い海の底にいる。． 
2月9日（現地時間）午後、ハワイ、ホノルル

沖で起こったこの事故は私たちに強い衝撃を
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与えた。高校生活締めくくりの遠洋実習。悔の

男としての将来に胸をはずませ、あるいは不安

を抱いていた高校生、そしてともに船に乗り込

んでいた人々の人生を奪い、あるいは暗転させ

たこの出来事と、その後の米海軍、日米両政府

の動きは、何を私たちに教えているのだろう

か。

軍隊は人命を守らない・助けない

それはまず第一に、軍隊は民間人の生命や安

全よりも自らの都合を優先させる集団である、

という事実だ。グリーンビルは、ブッシュ米大

統領の支持者やハワイの海車の応援団である

民間人を招待してのデモンストレーション航

行をしていました。昼食の都合で航海スケ

ジュールが遅れ気味だった。それが、「緊急浮

上」というアクロバットを披露するのに必要な

準備、つまり安全確認をおろそかにした理由

だった。現場は、ホノルルからわずかな距離。プ

レジャーボートなど民間船がたくさん行き交

う場所だ。

浮上したグリーンビルから救助の手はさし

のべられなかった。81年の「H昇丸事件」や88

年横須賀で海上自衛隊の潜水艦が起こした、

「なだしお」事件と同じように。（コラム①、②）

軍隊に軍隊は裁けるのか？

米海軍はこの事件を軍法会議にかけている。

軍法会議は捜宵から裁判まで、すべてが軍隊の

手によって行われる。身内が身内を裁く法廷が

どのような結論を下すのかは、目に見えている

のではないか。

事実、ワドル艦長は、軍法会議の予備審査に

あたる「査問会議」で艦長としての自らの責任

を回避し、部下や海軍全体への責任転嫁をはか

るような発言をくり返している。一時は、証言

と引き替えに「免責」まで求めた。

98年のイタリアで、ロープウェーーケーブル

切断事件でも、軍法会議ははひどい「身内びい

き」の判決を下している。

― ―|  
i ①「日昇丸」事件

1 1 981年4月貨躙謬昇丸灯東ジナ I
l海（鹿児島県甑島（こしきじま）列島の西南 l
l西約70口）で、突然浮上した演習中の米原

潜「ジョージ・フシントン」(6,888r--ン）

Iと衝突、沈没させられた事故で患社員2人
が死亡した。この時原潜は一度浮上したが、

事件を通報せず再び潜行（当て逃げした）。，

調査の過程では潜望鏡や音波探知機（ソ，

iナー）による安全確認の不備が指摘された。i

i麟巷現鱈と当直士官譴法蓋員にかけら 1

iれることもなく、艦長資格剥奪の懲戒処分！

Iですんだ。

I ②「なだしあ厚件

f 1988年7月横須賀であきた「なだしあ事

Iィ牛J,海上自衛隊の潜水艦「なだしあ」に衝突
flされ、「第1富工丸Ja)乗員・乗客30人の命が

奪われたこの事件の時も「なだしあ旦）乗組

員は波間で助けを求める人々に手をさしの

べることはなかっ乞それどころか、海上自

衛隊はその後の海難審判や裁判を自らに有

1利に運ぶために、偽証工作や証拠隠滅工作

三を選ば邸了動をとった。

［ ③ケーブル切断事件（イタリア）

I 4998年8月、米海兵隊機がイタリアでロ一

Iプウエーのケープルを切断し、ゴンドラに l

I乗っていた二十人を死亡させた事件でも、 I

操縦士と航空士の二人が米国で軍法会議に！

＇かけられだが、操縦士は無罪、航空士の審理

1 も取り下げられに。

日本政府はあてにならない

日本政府は米国政府に対して徹底した責任

追及するべきにもかかわらず、その姿勢はきわ

2 1988年6月18日第三種郵便物認可（通巻166号） No.89 2001.3.20 月刊キャッチピース

めて弱腰だ。事件の一報を受けたときゴルフに

興じていた森首相は、それでもプレーを中断し

なかった。日本政府は「事故の真相究明」と「え

ひめ丸の船体引き上げ」を主張しているけれど

もそれよりも米政府や海軍の「謝罪」の言葉を

そのまま受け入れ「日米関係の安定」を重視す

る姿勢がありありと見える。

「日昇丸事件」の時も、日本政府は早々と「政

治決着」をはかり、事件の直後の日米首脳会談

では話題にすら上らなかった。

存在理由を失った軍隊の暴走

えひめ丸と衝突した時、グリーンビルは民間

人を対象にした「体験航海」の最中だった。米海

軍の発表によれば潜水艦への民間人乗船記録

は、1999年が1152人(54回）、2000年が1287人

(50回）。グリーンビルの過去の乗船者リストに

は、あの映画「タイタニック」の監督ジェーム

ス・キャメロンの名前もある。

日本でも同様のデモ・クルーズは行わ

れている、 3月9日付「しんぶん赤旗」は、

日本共産党が独自に太平洋軍司令部に照会

して得たデータとして、昨年一年間に日本

に寄港した攻撃型原潜に乗船した日本人は

60人で、 (1回に乗船する）グループの規模

は平均15人であったと報じている。

かって攻撃型潜水艦の主たる任務は、ソ連の

潜水艦を追尾することだった。80年代、レーガ

ン大統領は、それに、核トマホークによる対地

攻撃という任務を追加した。冷戦終結はその任

務の多くを不必要なものにした。核トマホーク

による対地攻撃は有事におけるオプションと

は残された他は軍の機構改革や軍備構成の見

直しに直面しながら、「既得権益」を守るため

に海軍はこのようなサポーター向けデモンス

トレーションを必要としている。

今回の事故は、「敵」を見失った暴力装置＝軍

隊が、その暴力衝動を持て余して、引き起こし

たドメスティック・バイオレンス（家庭内暴力）

とはいえないだろうか。

改めて問おう。

軍隊は「良き隣人」となれるのか

民間港への米軍艦の寄港がくり返されてい

る。軍艦と民間船舶が、至近距離で同じ海域を

航行する状況が日本全国に拡大してる。米軍艦

は日米地位協定第5条で水先案内の同乗義務を

免除されるという特権が与えられている。さら

に、日本政府は米軍艦に対して「海上衝突予防

法」等の国内法令を適用していない。このよう

な特権が、米軍艦側に民間人の生命や人権、安

全への配慮など基本的な事項に対して払うべ

き善良かつ細心の配慮を怠らせていることを、

誰が否定できるだろうか。

米軍が、民間港入港でねらうものが、在日米

軍の存在と地位を守るための人気とり＝「良き

隣人」路線であることを、本紙でも何度か指摘

してきた時を同じくして、日出生台演習場で

は、米海兵隊が民間人にりゅう弾砲を撃たせる

という事件が起こった。沖縄では米兵による犯

罪が後を絶たない。やりばをうしなった暴力

は、いたるところで、さまざまな形で爆発する。

軍隊は「良き隣人」にはなりえない。

佐世僕・襴獨賣市長
鵬連町長（こ原薗寄漕拒否
査求める声を雇けよラ 1

ほっておいたら、この事件も米軍の「身内び

いき」と日本政府の「日米関係重視」政策の下

で、うやむやに決着してしまう危険がある。そ

うさせないためには、私たちの衝撃や怒りを、

生の声として顕在化させなければならない。私

たちの声を聞き、行動を起こす責任のある「誰

か」を動かすために。

事件の後も、原潜は日本の港に何事もなかっ

たかのように入港をくり返している。

「すべての基地にノーを ファイト！神奈
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川」は、沢田横須賀市長に「原潜入港と原子力空

母母港拒否」を求めるハガキ運動を準備中であ

る。佐世保市長や、沖縄勝連町長にも同じよう

に原潜入港拒否を求めよう。この人こそ、日本

の行政の責任者の中で、今、「えひめ丸事件」に

一番近い場所にいる人々なのだから。たとえば

次のように。

• 
「沢田横須賀市長殿米原潜グリーンビルに

よって引き起こされた実習船「えひめ丸」の沈

没事故。事実が明らかになるにつれ、安全確認

よりも同乗した民間人へのデモンストレー

ションを優先した米軍に対する怒りが広がっ

ています。

行方不明の9 人の家族の心痛を思うと同時

に私たちはもう一つの心配を拭うことができ

［ こ

嬉
誠
か
ら

平
和
を

IJる

2/10-11 

非核•平和条例乞考える一
拿国纂金inヨコスカ

集会は冒頭司会者が「実習船えひめ丸と米原

潜グリーンヒルがハワイ沖で御突、高校生を含

む9名が行方不明」という衝撃的なニュースを

参加者に伝えることから始まった…。． 
去る2月10日、 11日の二日間にわたり全

国から参加者を迎えてヨコスカで非核•平和条

例を考える全国集会が開催された。この集会は

一昨年の函館集会を引き継いだもの。

周辺事態法の成立以後、自治体、民間の戦争

ません。もしこのような事故が横須賀や佐世保

やホワイトビーチで起こったら、それが原子炉

や核兵器を巻き込んだものになったら、どのよ

うな結果になるのでしょうか。事故の後も、原

子力潜水艦は何事もなかったかのように人港

をくり返しています。しかし、日本の港では起

こり得ない事故である、などと誰が断言できる

のでしょうか。

日本で最大の原潜寄港地横須賀の市長とし

て、市民のこのような怒りと不安を受け止め、

行動することを強く求めます。

1.原子力潜水艦の入港を拒否してください。

2．原子力空母の母港を拒否してください。

3. 横須賀における民間人の米艦同乗の実態

を調べ公表してください。」 （田巻一彦）

協力の実績づくりの一環と考えられる相次ぐ

米艦船の民間港への入港に地域からNo!を、

そのための仕組み作りとして「非核•平和条例」

を考えようと企画されたもので実行委員会に

は神奈川県内の労組、女性団体、市民団体が参

加した。キャッチピース編集部（横浜市）は県内

の平和運動団体で活動するメンバーによる

ネットワーク「すべての碁地にNo！をファイ

ト！かながわ」の一員として参加。第一分科会

「非核平和条例ー理論と実践ー」の準備に加わ
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りながら参加した。

1日目：全体集会

一日目は集会趣旨説明が新倉裕史さん（非核

市民宣言ヨコスカ）からあったのち、沖縄読谷

村の元村長で大田県政時沖縄県出納長をつと

めた山内徳信氏の記念講演「地域から平和を考

える」と「フォーラム平和・人権環境」代表の江

橋崇法政大学教授の問題提起「非核•平和条例

運動の意義」と続いた。さらには二日目の分科

会で発題者となる 10余名の参加者から各地

の状況や運動の熱い報告があった。

山内元読谷村長は住民主体のダイナミック

な村政をユーモアたっぷりに語った。結果とし

て米軍基地内に役場をはじめとする村の施設

を次々に建設したのだったが、それは首長と議

会と村民がひとつになった強固な村の章志は、

国家の勝手に歯止めをかけ得るものであるこ

とを証明した事例として参加者の注目を集め

た。住民の生命財産を守るために自治体には出

来ることがあることをはっきり示したのだっ

た。

また、日頃から自治体の主体性による地方自

治に関して積極的にさまざまな提言活動を行

なってきた江橋教授は、 95年の国連社会発展

サミット以来広く認識されるようになった「人

間の安全保障」を実現する上でも非核•平和条

例がきわめて有効であるとの前提の上で条例

制定上の具体的な留意点を提示された。

最も重要な点は地方自治体にとっての条例

の必要性を議会が党派を超えて合章できるだ

けの住民の賛同が必要不可欠だという点。その

ためには他の運動たとえば女性たちが展開す

る反DV（ドメスティックバイオレンス）運動

との共闘など運動の広がりが大事だと語った。

最終的には市民が提案する条例（案）とはいえ

その質が問われるという点も強調。重要な留意

点である。

2日目：分科会

二日目には三つの分科会が開かれた。全体会

は会場が市内各地に分散したことで時間の都

合もあって持たれなかった。分科会は

①「非核平和条例」～理論と実践～

②周辺事態法と労働者

③原子力空母と原子力災害。いずれも100名

以上の参加があり活発な討議が行なわれ、地域

の主体性こそが戦争協力に対して対抗力を持

つことが確認された。

余談だが、当日発売記念特別価格で販売され

れた出来たてホヤホヤの「私たちの非協力宣言

一周辺事態法と自治体の平和カー」は飛ぶよう

に売れた。参加者の関心の高さが伺われた。

私は第一分科会「非核平和条例」に参加し

た。新倉裕史さんがコーディネーター、助言者

は横浜弁護士会に西山宏弁護士。まず、米軍艦

の寄港ラッシュがつづく北海道各地からの報

告を受けた。

函館「非核平和市民条例を実現する会」から

は安部さんと道畑さん。議会勢力から再提案

しても成立は難しい情勢とのこと。しかし人口

28万の町で6万人の署名を集めたエネルギー

はとてもすばらしく感じた。何よりも、このこ

とに「食らいつく」運動が健在なのがたのもし

い。小樽「非核平和条例を求める市民の会」の沖

山さんは、「二度目のキティホークで市民や市

の雰囲気は大きくかわった」と話していた。市

長は「断る理由」を探していた。最近のジョン・

S・マッケインは市長は拒否の姿勢を示して

いる。昨年8月末に始まった条例運動の存在が、

大きいことを感じさせた。沖山さんんが言った

「小樽市が縛られているのは安保＜条約＞では

なくて、安保＜体制＞ではないか」という言葉

が印象に残った。帯広からは、空港の米軍機利

用問題をめぐる報告があった。

質疑では、西山弁護士を交えて、①地位協定

と港湾管理権の法的関係 ②政府の言う「軍艦

⇒26ページへ
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※キャッチピースが起草•呼びかけを行った緊急声明です、全国から 50 団体以上の賛同が寄

せられました。ご協力ありがとうございました。2月19日に今川正美衆議院議員（キャッチ

ピース運営委員）の紹介で外務省に出向き、手渡しました。

米原潜「グリーンピル」による「えひめ丸」衝突事件

に抗議する共同声明
2001年2月198 代表連絡先；説軍鐘ネットワーク・キャッチピース

2月9日午後1時①分頃⑮枇病問）

ハワイ・ホノルル沖で起こっだ米原

潜グリーンピルによる愛媛県立宇和

男水産高校の練習船「えひめ丸」に対

する衝突事件は、私だちに激しい衝

撃を与えました。

突然急浮上してきた原潜によって

海に投げ出された乗組員、生徒35人

のうち9人が未だ行万不明であり、

家族の心痛は思って余りあります。． 
多くの民間船舶が行き交う海域で

強行された緊急浮上は、当初報じら

れた「訓練」ではなく、同乗した民間

人のためのデモンストレーションで

あることが判咀しました。また浮上

動作そのものに民間人が関与したこ

とがほぼ確実になっています。アグ

テイプ・ソナーを用いた安全確認も

なされていません。さらにグリーン

ビル1ま海に投げ出されだ人々を救

出するたぬ訊隕詔活動をとりませ

んでした。事実が明らかになるにつ

れ、疑問が深まり、怒りが募ります。

行万不明者の一刻も早い救出とと

もに、合求められるのは徹底的な事

実経過•原因•真相の究明であリそれ
らを余すところ無く公表することで

す。日本政府は米国政府に対してそ

れらを要求するべきでありながら、

私たちの目には、その姿勢はきわめ

て不十分に見えます。事件の一報を

受けたときゴルフに興じていた森首

相はそれでもプレーを中断しな

かったと聞きます。国民の生命と安

全、人権への認識そして外交感覚の

欠如に、あらためて慣りを鴬えます。． 
私だちがすぐに思い出したのは、

1988年7月横須賀であきた「なだし

あ事件只した海上自衛隊の潜水艦

「なだしあ」に衝突され、「第1富士
丸奴渓員・乗客30人の命が奪われた

この事件の時も「なだしあぬ乗組員

は波間で助けを求める人々に手をさ

しのべることはありませんでしこ

それどころか海上自衛隊はその

後の海難審判や裁判を自らに有利に

運ぶだめに、偽証工作や証拠隠滅工

作など手段を選ばぬ行動をとったの

です。

米澤も事技を起こしてい

ます。81年に因配租課下籠（こし

き）需沖の東シナ海で、原潜「ジョー

ジ・フジントン」が愛媛県の貨物船

「日昇丸」に衝突。日昇丸!cttt5釦^ 乗

員2人が行方不明になりました。こ
の時「ジョージワシントン」は現場に

ととまることすらしませんでした。

文字どありば当て逃げ」です。

これらの事件を生んだ構造に全く

メスが入れられることなく、放置さ

れだ結果が今回の事件ではないで

しょうか。

米海軍は「えひめ丸奴冴子万不明者

と船体の捜索を早々とうち切ろうと

しました。「軍事機密」のベールが楕

報の適切な公開を妨げているように

見えます。軍隊というものがいかに

生命・人権に無関心な非民主的な集

団であるか。過去の事件と同様、今回

もまた私たちはその事実を目の当た

りにしていま忠

このままでは真相は闇から闇へ葬

られてしまうのではないかとI滋Bで
す。 ． 
米国の原子か替水艦は96年から

2000年までの5年間だけでも260回、

日本の港＝ホワイトピーチ（沖縄）・

佐世保•横須賀に入港しています。事
故を起こしだグリーンビルも98年7

月から12月にかすて、横須賀に3回、

佐世保、ホワイトピーチに各1回入港

しています。20CX)年を例にと柑ご、原

子力潜水艦の入港回数は年間51回

すなわち、少なくとも1年に102回、3

日に一回は日本の領海にあいて浮

上・潜行の行動をくり返し、多数の民

間船舶が航行する、たとえば浦賀水

道を通つて出入りをしていることに

なります。

さらに、日本の領海にあける原子

力潜水艦の行動は三つの港への寄

港•停泊以外一切明かされてあらず、
どこにいるのか、どのような訓練を

行っているのかすら解りません。原

潜の行動海域付近では多くの民閻

船舶が、そこに原替が潜んでいるこ

とすら知らずに航行しています。で

すから同種の事故は日本の領海•近

海でもいつ起こってもあかしくあり

ません。

配力潜水艦呻トマホーり搭載

能力も備えてあり、衝突事故は原子

炉や核兵器の損傷に直結し、甚大な

放射能被害に発展する危険性をはら

んでいます。 ． 
民間港への米軍艦の寄港がくり返

されています。軍艦と民間船粕が、至

追噂し海域を卸子するお忠1
日本全国に拡大しています。米寅艦

は日米地位協定第5条で水先案内の

同乗義務を免除されるという特権が

与えられています。さらに、日本政府

は米軍艦に対して「海上衝突予防法」

等の国内法令を適用していません。

このような特権が、米軍艦側に民閻

一人の生命や人権、安全への配慮など
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基本的な事項に対して払うべき善良 のかは、容易に推し量ることが出来

かつ細心の配慮を怠らせていること ましょう。

を誰が否定できるでしょうか。

在官の知事や議会

こ対する侮蔑発言や、日出生台演習

場での、民間人による発抱事件、さら

！こi古沖縄で相次ぐ米軍人による刑事

事件を見れば、米軍ガ日本で行動す

るとき、日本の法令や民間人の安全

などにどれほどの者慮を払つている

◆米国政府及び海軍に対して

1)行万不明者及び「えひめ丸燒6体の捜索と収容を責任をもって続行すること。
2)事故の原因•真相を徹底糾明し、調盃結果を全面公開すること。

3)責任者の刑事責任を追及し、処罰すること。

4)事故再発防止策を策定し、全面公開すること。

5)民間船紀の安全のだめ原子力潜水艦の行動形惹運航マニュアルを全面公開すること。

6)日本碗毎•近海にあける原子か翫鴻紅行動形態•訓練海域を公表すること。
7)以上の措置が完全に行われるまで、太平洋地域にあけるすべての原子力潜水艦の行動、とりわけ日本

への寄港を停止すること。

♦日本図有に対して

1)上記1)から7)を米国即府に強く求めること。

2)米国から入手した楕報を、国民の前にあますところなく凶用すること

3)以上の措置の完全実施が確認されるまで、ホワイトピーチ、佐世保、横須賀への原子力潜水艦の入港

を無掛翠全面禁止すること。

4)米苺驚船に対して国内法を厳格に適用すること。

●原潜寄港地である沖縄県知事勝連町長、佐世保•横須賀両市長に対して

1)上記全事項を米国政府、米海軍、日本政府に要請すること。

2)原子力潜水艦の入港を無明限全面拒否すること。

◆全国の民問港の港蓬管理者に対して

1)民閾扮船疇人の安全を確保するだぬ米霊艦N巷を拒否すること。

． 
くり返します。合回の事件は決し

て偶発的な出来事ではなく、軍隊の

特権意識民問人の生命や人権を配

慮することない船舶の設計・運用思

想さらにはそれらを放璽してきだ

政治的外交的対応の欠如が複合し

だ、構造的に起こるべくして起こっ

だ事件です。よって、私たちはその

ような構造が解明され、痛ましい事

件の再発を防止するだとの措置が完

全に実施されるまで、原子力潜水艦

はもとより、全ての米軍艦船の日本

領海及び近海にあける行動を厳しく

制限することを、関係各方面に対し

て強く要請するものです。

U|】市民ネットフークさせほ佐世保軍事問題研究会鹿児島平和ネットワーク姶良地区平和運動セン

ターくまもと市民センター米軍基地と日本をどうするローカルNET大分•日出生台ゆふいん女性のネット
ワーク・ひまわりの会ともに生きる•風のがっこう（湯徊浣） 【中国】ピースリンク広需呉•岩国広患キリス
ト者平和の会トマホークの配備を許すな！呉市民の会岩国市職労平利研究中 【関西］関西共同行動異議

あり！思いやり予算•関西反戦ドダバタ会議 ［中部】あいち反戦の会平和と人権のだめの市民行動•静岡
映画「侵略JJ::股邊社員会（旨濶）竹広謁し人（活祢’） 【神奈川】卦財亥荏匝匂宣言運動ヨコスカ NEPAの会原子力

空母の横須賀母港を考える市民の会女たちは今ヨコスカ相模補給廠監視団沖縄“患ぐるみ闘争”に連帯し

基地撤去を求める市民の集い実行委員会名護ヘリポート基地に反対する会平和をつくる大和市民の会厚

木基地を者える会上瀬谷基地はいらないウドの会子どもと教科霧21神奈川の会かながわ平和憲法を守る

会 （東京J非核自治体全国草の根ネットワークグリーンピースジャパン地球の友ジャバン日本消費者連

盟帰人民主クラプピープルズ・プラン研究所派兵チェック編集委員会平和に生きる権利の確立をめざす懇

談会原水爆禁止調布市民会議福生市民連合基地はいらない！女だちの全国ネットフーグ沖縄の反基地闘

争E連帯し、「萄蒻立法』こ反対する菊委員会戦争協りを拒否し、有簾醗に反対する全国厖x通言アヅア
連癖疇国連•憲温鴫研究会沖縄を考える市民の会

【千葉】産廃反対東総住民連絡会 【北海道】非核•平和涸酌臣慈赳前を実現する会平和宣言の実効をめざす
会（室麗）小樽•非核平利丙民条例を求める会原発いらない！小樽市民の輪 1J墳釈兄悦bりの会市民ネット

ワーク北海道「一歩且荘き花綺皐平（小樽）

以上52団体2個人
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ピの日、りゅう庫富を
撃ったのは米軍ではなく
て●●●

大分県日出生台で2月8日から始まった米

海兵隊の実弾砲撃演習は、 8日間の砲撃総数

343発内夜間は24発一昨年が総数450発・内

夜間が115発。昨年は総数500発・内夜間が121

発だったことを考えると、数字の上では格段に

減ったと言える。

しかし、このような砲撃数の減少にも関わら

ず、今回の米海兵隊実弾砲撃演習はこれまでは

はっきり見えなかった米軍演習が持つ本質的

問題を浮き彫りにすることになった。． 
演習2日目の2月9日、地元自治体関係者を

招いての公開訓練の際米軍が見学者3人に一

五五ミリりゅう弾砲の引き金のヒモを引かせ

ていたという前代未聞の事件がその2日後に

明らかになった。

福岡防衛施設局によれば、公開訓練には6 7 

人が参加し、 3班に分かれて4門の砲を見学。

この際、米兵が英語と身振りで「は：砲を発射す

る）ひもを引いてみないか」と誘いかけ、見学の

玖珠町議ら3人が実射したという。問題の行為

を目の前で見ていた福岡防衛施設局職員らは

制止しなかったという。これには大分県と地元

3町でつくる「4者協」も「誠に遺憾な事態」と

して抗議。「これまで2年間積み上げてきた信

頼関係を壊した」とまで言わしめる事態となっ

た。

浦田龍次
米軍基地と日本をどうするローカル団下r大分•日出生台

期を同じくして起きたハワイ沖の「えひめ

丸」と米原潜の衝突事故同様、取り扱い資格も

何もない一般民間人を訓練に参加させるとい

う米軍の無節操な「過剰サービス」は日出生台

でも一つ間違えば大事故につながりかねない

危険きわまりない行為だったと言える。私たち

住民は、 2月12日に当初から予定していた日

出生台演習場ゲート前での抗議行動を、急きょ

この民間人砲撃事件に対する抗議行動に組み

替えて緊急に再度呼びかけ、行った抗議集会

には各地から120人が集まった。また大分県平

和運動センターらでつくる「日出生台対策会

議」はこの民間人砲撃について、爆発物取締罰

則、銃砲刀剣類所持等取締法、火薬類取締法違

反の各容疑で刑事告発に踏み切った。

しかし大分県警は今回の状況を(1)拉縄（引

き金のひものこと）を引く前の一連の行為に見

学者は関与しておらず、銃刀法で禁止している

「所持」の状態が見学者に移転していない。(2)

爆発物取締罰則の「使用」についても殺傷や治

安を乱す目的認識がなかった、としてこれを不

受理にした。日出生台対策会議はこの県警の不

受理措置について、 (1)銃刀法の「所持」の概念

は共同所持や間接所持を認める広い概念であ

り警察は狭義に解釈する理由をなんら明らか

にしていない。(2)爆発物取締罰則の「使用」に

ついての治安を妨害又は人の身体財産を害し
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ようという目的がないという判断は操作を

行った上で判断されることであり、この点につ

いて捜査もせず結論を出すことは許されない、

としてこれを問題にしていく構え。また同会議

は今回の大分県警が告訴不受理にした目的に

ついて(1)告訴を受理すれば捜査しなければな

らない(2)告訴を受理すれば起訴しない理由を

明らかにしなければならない、と分析してい

る。(3月10日の日出生台対策会議の集会での

配布レジメより）

恥も外聞も捨てて逃げ去った「よき隣人」

これまでの過去2回の米軍演習でも様々な

問題は起きていたものの、今回のように事件と

して表面化することはなかった。だから米軍は

演習後ににこやかに記者会見を行い、また集団

外出時にもマスコミのインタピューに対して、

個々の米兵が気さくに受け答えをしてきた。さ

らに日出生台では私たち米軍演習に反対の立

場をとる住民たちとの対話さえもおこなって

きた。

しかし、今回の騒ぎを起こすやいなや米軍の

態度は一変した事件に関する釈明会見はもと

より、恒例の演習後の記者会見も、反対住民と

の対話も、地元3町への協力感謝の挨拶もすべ

てなくなった。外出した米兵らはマスコミのイ

ンタビューにすべて「ノーコメント」。さらに極

めつけは2月28日の本隊撤収を前にした27

日、現場責任者のオーヘイ中佐は、本人一人、

さっさと沖縄に逃げ帰ってしまった。

今回のこれらの米軍の態度は、米軍はたまた

ま問題がなかったときは愛想をふりまいて「よ

き隣人」などと恥ずかしげもなく自称するが、

問題が起きると、本来当然責任を持って行うべ

き釈明も挨拶もなにもかも捨て置いて逃げ

去ってしまうのだということを証明した。それ

は沖縄県知事らを裏で「頭の悪い弱虫」呼ばわ

りしていた沖縄のヘイルストン4軍調整官の

態度にも通じているのかもしれない。

国はいったい何を守るのか

今回、防衛施設局職員は、米軍が民間人に砲

撃させているのを目の前で見ながら制止しな

かったし、演習終了後の米軍の外出の際、公人

である防衛施設局職員5人の乗る車が、私人で

ある私たち住民を1時間にわたって尾行監視

するという前代未聞の事件や、別府市への自由

外出で、今回は米兵の支払いトラプルが起き

て、お店の人が警察に通報、防衛施設局職員が

立て替え払いしていたという事実が明らかに

なった。

この米軍演習移転が決定されるとき国は

「国の責任でやらせていただく」と宣言して強

引に決定した。しかし、今回の様々なできごと

はいったん問題が起きたときには、米軍も国も

一切責任をとらないということをはっきりさ

せた。米軍が別府での集団外出を終えて日出生

台に向かう最終のバスが出るときの光景を私

は忘れられない。深夜零時に出るはずのバス

が、米兵らがなかなかそろわないために出発予

定時間を20分、30分と過ぎていた。それでもバ

スの回りに整列している福岡防衛施設局職員

ら十数人は不平一つ言わずにただひたすら

待っているのだ。その姿は今の在日米軍と日本

という国のいびつな関係をそのまま表してい

ると思えた。 ． 
本土での米海兵隊実弾砲撃演習は、来年度か

ら5巡目に入る。米軍や防衛施設局、マスコミ

などに広がる慣れと緊張の緩みの中で、在日米

軍が本質的に持つ問題は、まさにこれから各地

で露わになり始めるのではと懸念している。

各地の運動の真価が問われるのもまさにこ

れからだ0 ..  
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資料●防衛施設庁の報告書

日出生台演習場での米海兵廠射撃訓練公開峙における

見学者が発射のためのヒモを引いたことに胃する躙査

結果について

平成13年2月16日

福岡防衛施設局現地対策本部

1前言

平成13年2月9日（金）午前、米海兵隊による沖縄県道

i 104号線越え実弾射撃移転訓練（以下「射撃訓練」という）

1 (1)公開が、日出生台演習場において実施された。その際、

l見学者の一部が発射のためのヒモ（拉縄）を引いたこと
＇ （以下「本件事案］という）の現地対策本部において、これ

！まで事実関係につき鋭意調査を進めてきたところ調

！査結果は以下に述べるとおりである。

2射撃調綽公開の全毅状況

(1) 2月9日に実施された射撃訓練公開（以下「訓練公

開という）は、米海兵』蒙が、射撃訓練について地方自

治体関係者に理解してもらうことを目的として実施

したものである3

(2)訓練公開は｀大分県、玖珠町、湯布院町等の職員、議

会議員等67名が参加し、同日09時30分から、日出生台

演習場の砲座地区の近くにおいて、米海兵隊現地訓練

部隊指揮官である第3海兵師団第12連隊第3大隊長
（以下「米軍現地指揮官」という）が見学者に対し概況

説明を行い、続いて、見学者が、 3つの班に分かれ奮班

ごとに砲座地区射撃指揮所、及びレーダー地区を交

代で見学したなお砲座地区においては、各班が更に

4門の砲ごとにグループに分かれて見学した。

(3)見学者は、射撃訓練実施中に、砲座地区においては

155ミリりゅう弾砲の実弾射撃の状況を、射撃指揮所

においては射撃の指揮統制の状況を、レーダー地区に

おいては発射された砲弾の飛翔状況を監視するレー

ダーの操作状況を、それぞれ見学した。その際見学者

は、砲座地区においては安全のため防弾チョッキ及

びヘルメット着用した。

(4)この砲座地区等の見学を終了した後、11時30分か
ら、廠舎地区において、米軍現地指揮官が見学者との

質疑応答を行い、12時10分に訓練公開は全て終了し
迄

(5)本件事案は、この訓紬公開中に、砲座地区において、

発生したものである。

3米海兵廠への申し入れ等

{l)当局から、米海兵隊現地訓練筋隊に対し、本件事案の

！ 適否等につき問い合わせたところ、同訓練部隊から
I 

は、訓練公開は米軍の安全管理規則に基づいて実施さ I 
れ、本件事案の場合も、射撃のための一連の手順像角，

の設定砲弾の装填．所定の装薬の選定•挿入等）が終！
了し安全を確認した後に実施されており、安全上のi

問題はない、また見者者に発射のためのヒモを引かせ，

たのは、射撃訓練が安全に実施されていることを理解；

してもらうためであるとの回答があった。

(2)しかしながら、当局としては、このような行為は、同

訓練の部隊の錬度維持を図るという射撃訓練の目的・

趣旨に鑑みれば適切ではないと考え、当局現地対策

本部長から廠舎地区に戻った米軍現地指揮官に対し、

今後、このようなことのないよう申し入れをしたとこ

ろ、米軍現地指揮官からは今後このようなことはしな

い旨の回答を得た。

(3)更に、2月12日、射撃訓練状況の視察のため日出生台
演習場を訪れた岩屋毅防衛庁長官政務官から米軍現

地指揮官に同旨の申し入れを行い、米軍現地指揮官か

ら同旨の回答を得たところである。

4本件事案の懺饗

本件事案について、当局現地対策本部として知り得た

ところは以下のとおりであるC

(1)3つの班のうち砲座地区から見学を開始すること

とされた班が、砲座地区において、砲ごとに4つのグ

ループに分かれで155”りゅう弾砲の実弾射繋の状

況を見学していたところ、2つのグ）レ→プ（砲座No.2
及びNo.3)においで見学者3名が、米海兵隊員3名

机米海兵隊員が射撃のための一連の手順が終了し安 I
全を確認した後に米海兵隊員の呼び掛け等に応じ、 ＇ 
各人1回発射のためのヒモを引いた。

(2)なお残りの2つの班、すなわち、射撃指揮所及び

レーダー地区から見学を開始した班においては、発射

のためのヒモをびいた見学者はいなかった。

5当馬としての留意事項
(1)当局としては訓練公開に係る米海兵隊との事前調

整において、訓練公開の手順・要領について、米海兵隊

と十分調整しておくべきであったと考えている。 ， 
{2)また、本件事案に関し、関係者の皆様にご心配よ速：

惑をおかけしたことについては、当局としても誠に遺↓

憾であると考えている。

(3)当局としては、今後とも、日出生台演習場における！

射撃訓練が安全かつ円滑に実施されるよう、なお一層 l
努力する考えであるので、地元地方自治体及び周辺住！

民の皆様にはなおー暦ご理解、ご協力をお願いする。 I 

！ ~^ i 
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東北アジアにおける

平和と非核地帯のための

日韓市民会議（ソウル） 求められる「新ガイドラ
イン」体制への

湯浅一郎 対案の構想
ピースリンク広墨・呉・岩国

1月末から2月1日にかけて、ソウルを訪問

した。韓国は、 5年ほど前に瀬戸内海の赤潮や

水質汚染について話しに行って以来であるが、

平和問題で出かけるのは初めてである。

日韓市民会議「東北アジアにおける平和と非

核地帯のための会議」で発題する機会が得られ

たのである。主催は韓国カトリック大学。これ

に、日本のピースデポと原水禁が協力するとい

う形である。

東北アジアの非核化に向けて

この背景には、昨年9月初め、スウェーデン

のウプサラで開催された国際セミナー「非核地

帯：核のない世界に向けた重要なステップ」が

ある。東北アジアから参加した日本、韓国のメ

ンバーが「東北アジアの非核地帯構想が、アメ

リカによるこの地域の分断政策に対抗し、地域

の信頼醸成に役立つ現実的提案である」との議

論をし、次のステップとして日韓間での認識を

共有するため合同会議を開くことになったと

言うわけである。年末にピースデポの梅林さん

から連絡があり、「在日米軍と日本の反基地運

動」というテーマで報告してほしいとの要請が

入った。必ずしも非核地帯化に関わる具体的な

運動をしているわけではないが、このテーマで

あれば話しは出来ること更に広島で「核兵器

廃絶をめざす超党派の新たな取り組み」む進め

ている最中でもあり、平和問題で韓国を訪問す

ることも大切な機会であると考え、引き受ける

ことにした。

会議は、 1月30--31日、ソウル市内のカ

トリック大学医学部で行われた。日韓両国から

8人ずつレポーターが選ばれ、一日目は、リー・

サムソン教授が「朝鮮半島の平和から東アジア

の共同安保へ」と題して基調提起（この詳細は、

ピースデポ発行の『核兵器・核実験モニター』

No.133に紹介されている）。そのあと第1

セッション：非核地帯の概念と方法」（梅林宏

道、キム・ヨンハン、チョン・スンフン）、第2

セッション：日本の安全保障政策（前田哲男、伴

英幸、ソオ・ボヒョク）、第3セッション：ミサイ

ル防衛と東北アジアの軍備競争（チョン・ウク

シク、田窪雅文）と続いたこ：日目は第1セッ

ション：日韓両国における平和活動（チョン・

ユージン、キム・チャンス、湯浅一郎）、第2セッ

ション：非核地帯へのNGOの戦略と多国間安

保（川崎哲、キム・ハンムク、宮崎安男、吉岡達

也）と続き、最後に戦略会議を持ち、当面の実践

的な方向性について議論した。

新ガイドラインヘの対案提示

どのレポートも重みのあるものだったが、

ここでは個々の内容に立ち入らない。会議全体

のレポートは、いくらかの補強をして、カト

リック大学から出版されることになり、その上

で運動を推進するために、非核地帯化の意義

をわかりやすく解説したパンフレットの作成

も決まったので、それらを参考にしていただき
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たい。

冷戦が終わっているのに、東北アジアでは依

然として軍事同盟関係のもと分断が続いてい

る。それを越えるための出発点は、朝鮮半島と

日本の間の新しい関係を定立することである。

それらの政治的共通点は、みな核兵器を保有し

ておらず、それを内外に宜言していることであ

る。ここから出発して、東北アジア非核地帯化

のビジョンを提示することは、大きな意義を持

つ。

この問題提起をいち早く行っていたのは、平

和資料協同組合（ピースデポ）の梅林さんであ

る。非核地帯化は、ーに核兵器問題にとどまら

ず、東北アジアで言えば、明らかに日米新ガイ

ドライン体制に対置できる「人間の安全保障」

をかがけての具体的対案になりうる。特に今回

参加してみて広島的に重要な視点だと思った

ことは、「核兵器攻撃によって生み出された大

量の被爆者を抱える初めての非核地帯である。

広島、長崎の犠牲者は日本のみならず朝鮮半島

にも存在する。従って、東北アジア非核地帯が

世界にユニークに貢献できる要素として、地帯

内の各国が被爆者の医学的・社会的苦しみの実

相を国内外を問わず、多くの市民に伝える義

務を規定することが考えられる」（梅林）という

指摘である。

その後のセッションでは、プルトニュウム政

策の問題（伴）、核軍拡を拡大するものでしかな

いTMD・NMDの不当性（田窪）、日本の防衛

政策の矛盾（前田）など多くの重要な指摘も

あった。最後の戦略会議では、どのような取り

組みをしていくかが具体的に提案されたが最

終的には、「東北アジア非核地帯推進国際ネッ

トワーク準備会」の結成が確認され、その場に

いた個人及び団体が署名をして、最初の準備会

発足を確認した。

夜は、連日、韓国料理での夕食会がもたれ、多

くの韓国の活動家と意見交換を行うことが出

来た。地下鉄や食費が日本と比べてかなり安い

のに驚いた。

メハンニ訪問

また、私は、会議が始まる2日前にソウルに

着いた。米軍犯罪根絶本部のチョン・ユージン

さんらにお願いして、米空軍爆撃場であるメハ

ンリ（梅香里）現地を訪問し、基地の閉鎖闘争を

果敢に闘っておられるチョン・マンギュ住民被

害対策委員長らにお会いし、メ八ンリ基地の概

.. 25ページ下段へ
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沖縄かし沖縄がかわれば、アジア・太平洋がかわる

#49 

伊波洋一
「沖縄から」 「沖縄ボイス」編集委員
沖縄県議会議員・元沖縄中部地区労事務局長

〒901-2203

|戸塁芦湾市野嵩::~-8-101伊波
TEL＆諷 098-892-7734

新年早々に発生した米海兵隊員による女子

高校生わいせつ事件を契機に海兵隊の削減決

議を 1月19日に県議会が可決することによ

り、市町村議会でも削減決議が相次ぎ、中には

撤退まで踏み込むで決議も可決された。

また嘉手納町長は嘉手納基地の全面返還要

求を町議会での新年度予算提案説明で明らか

にした。

2月には海兵隊削減決議に苛立つ在沖海兵

隊司令官で在沖四軍調整官を兼ねるヘイルス

トン中将が部下の司令官達へ出したメールで

稲嶺知事を「頭のおかしい腰抜け」と中傷して

いたことが明らかになり、県民の大きな怒りを

買った。

さらに、米海兵隊員による県内飲食店への連

続放火事件と米軍人の家族による駐車民間車

両への連続放火事件が相次ぎ、新しい世紀に

入って沖縄での米軍人軍属による事件を際立

たせることになった。

県議会の海兵隊削減決議によって、米軍基地

問題の焦点が在沖海兵隊に絞られつつある。連

合沖縄も海兵隊削減100万人署名運動を展

開しようとしている。

普天間基地であわや墜落事故寸前のCH5

3大型ヘリ同士の空中接触事故が2月にあっ

たにも関わらず国や県にも報告されていな

かったことが明らかになった。

米軍に係る事件・事故など問題噴出の2月、

3月を報告する。

在沖米軍トップの知事中傷Eメール

2月6日付琉球新報の報道で在沖米軍トッ

プであるアール・ヘイルストン4軍調整官（第

3海兵遠征軍司令官兼在日海兵隊司令官）が、

県議会による海兵隊削減決議後の1月23日

に部下の12名の海兵隊司令官及び司令官代

理にあてた内部Eメールで県議会の海兵隊削

減決議を見過ごしたとして稲嶺県知事や両副

知事吉田勝広金武町長、県議会議員を「頭の悪

い弱虫だ」と非難中傷していること力哨らかに

なった。

在沖米軍トップによる知事に対する中傷

メール問題は、沖縄県内だけでなく、米国や英

独の主要メディアや通信各社でも各地に伝え

られた。稲嶺知事らを「頭の悪い弱虫だ」と中偽

した部分が強調されて報道されているが、この

Eメールには在沖米軍を代表するヘイルスト

ン4軍調整官の米軍人犯罪への本音といらい

だちが良く表われている。その部分を以下に抜

き出してみる。

「なぜ、運転免許を取り上げても運転する者

がいるのか。なぜ、わいせつ行為をするような

者が歩き回っているのか。我々が部下の海囚塚

員や海軍兵のことを知らないからだ。なぜ、 2

等軍曹ランクの兵士が酒場や警察で問題を起

こすのか。我々がその兆候に注意してないから

だ。これは、要望ではない、命令である。このよ

うな行動を起こす前に厳しくしろ。法律や規律

に違反したら締め上げろ。なぜ下士官や将校が

飲酒運転をするのか。名誉を踏みにじることを

我々が許しているからだ。•••海兵隊に泥を塗

るような不名誉な行為をくい止めろ。行動をお

こせ。これら 5％の人間の行為を止めろ」。

最後の"Stopthose 5 %ers."は海兵隊削減

を突きつけられた断末魔の叫びのようにも聞

12 1988年6月18日第三種郵便物認可（通巻166号） No.89 2001.3.20 月刊キャッチピース 月刊キャッチピース No.89 2001.3.20 1988年6月18日第三種郵便物認可（通巻166号） 13 



こえる。すなわち、 95年の少女暴行事件から 景や県民に対する配慮に欠けると言わざるを 戻り消火活動にも加わっていたことから、事件 を強くもとめる抗議決議を全会一致で可決し

米軍が続けている綱紀粛正や兵士教育プログ 得ない。大変遣憾だ」と答えた。伊良皆県議会議 直後から沖縄署が任意同行を求め、十回にわた た。

ラムに加え昨年のサミット対策として取り組 長も同席し「1月19日の海兵隊を含む兵力削 る事情聴取で本人の自供を得た。 那覇地検は、 16日正午に非現住建造物等放

んだ未成年の飲酒禁止や夜間外出禁止措置な 減決議は、全会一致の県民の総意であることを 同時に県警は米軍に身柄引き渡しを要求し 火罪で海兵隊上等兵を起訴したため、身柄は日

どが実効性のないものと評価されて県議会全 認識するよう強く要望する」旨発言した。 たが、米軍は地位協定を理由に引き渡しを拒否 本側に引き渡された。 14日の県警の書類送検

会一致の海兵隊削減決議になったことへの在 2月9日の午後には三沢基地視察などで出 した。 95年の少女暴行事件で大きな問題に からわずか2日というスピード起訴は異例の

日海兵隊司令官としての焦りと苛立ちが良く 張中だった県議会米軍基地関係特別委員会が なった犯罪を犯した米兵の起訴前の身柄引き 対応である。沖縄県の強い地位協定見直し要求

表わされている。私の質問に4軍調整官の言う 帰任し、委員会協議会を開き中傷Eメール問題 渡し問題は、沖縄県や県民の強い地位協定見直 にも関わらず、日米両政府は3月8日に合同委

海兵隊の5％は768名になると県が県議会 を県当局に質した。その後、連続放火事件で海 し要求にもかかわらず、運用による改善に止 員会を開き、日本政府は米兵の起訴前引き渡し

で答弁した。在沖海兵隊の総数は1万5360 兵隊員が逮捕され、 2月15日の軍特委員会が まっている。日米地位協定の17条5項(a) について「殺人、強姦」に「放火」「営利誘拐」を加

人程度となる。その約半数は6カ月ローテー 開催されて同一の抗議決議で扱うことになっ で、引き渡しについての（日米が）相互の援助し えた運用改善策を正式に提案した。またもや見

ションで訓練に来ており、新兵を含めた18オ たが更迭を求める野党と謝罪済みとする与党 なければならない、と規定しているにも関わら 直しではなく、運用改善で済まそうとする日本

から 23オに集中している海兵隊員を完全に の調整の中で2月l6日の本会議決議では次 ず、同項（C）で、「身柄が合州国の手中にある 政府の対応に県内からは反発の声が挙がって

は掌握できないことへの苛立ちが、 Eメールに のようになった。「一方、去る 1月9日に発生し ときは、日本国により控訴が提起されるまでの いる。

表われている。 た女子高校生へのわいせつ事件に対し、本県議 間、合衆国が引き続き行なうものとする」と規

会が1月19日に全会一致で海兵隊を含む兵 定しているために、いかなる凶悪犯でも起訴ま 米軍人家族も連続車両放火

県民の怒り収まらず 力削減を求める抗議決議をしたことは県民の では米側が引き渡しに応じないでいた。

総意である。これに対して米軍人等の事件・事 95年の少女の事件後、 l9 9 7年10月2 今度は、嘉手納基地に住む米空軍人家族の米

このEメールが米軍内部からマスコミに匿 故の発生の抑制と防止に最高の責任を負う立 5の合同委員会で、殺人又は強姦について起訴 国少年（大学生18オと高校生17オ）の2人

名でリークされたことは、米軍内部にヘイメス 場にあるアールB・ヘイルストン在日米軍沖縄 前の引き渡しを合意したが、今回の連続放火を が盗難者で衣料品店に突っ込んで家屋を壊し

トン米4軍調整官への不満があることを示し 地域調整官の県民感情を逆なでする不穏当な 含めその他の凶悪な犯罪については引き渡し たとして窃盗と建造物損壊の容疑で3月2日

ている。Eメールは、沖縄タイムスや沖縄県庁 発言に対し、今や県民の怒りは頂点に達してい の対象とはしていなかった。 逮捕された。

にも1月末に匿名で郵送されており沖縄タイ る。したがって本県議会は、 4軍調整官に抗議 今回の連続放火事件と容疑者への引き渡し 少年らは1月19日に沖縄本島中部の北中

ムスは確認のためにヘイルストン米4軍調整 し猛省を促すものである」。 拒否に県民は大きく反発した。放火事件が町内 城村の県営団地周辺に駐車していた車両に火

官に2月2日にインタピューしていた。 更迭を「抗議と猛省を促す」にトーンダウン で起こった北谷町議会では、「立て続けの海兵 を付け8台を全半焼させたほか、その1週間後

県には牧野副知事を介して非公式に中傷E したが、再度、海兵隊削減の決議は県民の総意 隊の事件の発生が部隊の体質に起因するので にも本島南部と中部の3ヵ所で続けて車両放

メールについてのお詫びが伝えられていたが、 であると表明することでヘイルストン4軍調 あれば撤退要求しかない」との声があがり、米 火を行なっていたことも認めた。同じ容疑で逮

県としては匿名で送付されてきたことを理由 整官への抗議にした。 軍が身柄引き渡しを拒否したことを深刻に受 捕状が出ている主犯格の少年(19オ）は、 2月

に公式には取り上げていなかった。知事はマス け止めて「海兵隊撤退」を要求する決議が2月 7日に米国に帰国しており県警は米軍捜査機

コミ報道を通して明らかになったことで「個人 米兵による連続放火事件 1 5日の本会議で全会一致で採択された。 関を通して身柄引き渡しを求めているが帰国

的には不快」とコメントした。 したままで身柄確保に至っていない。この少年

米国防総省は報道直後の6日に本人が謝罪 2月13日、沖縄県警は、北谷町の小料理店 県が地位協定見直しを要求 は、父親が海兵隊に勤務する在沖米軍幹部で学

しているので解決しているとして更迭を否定 などの連続放火容疑で米軍キャンプ・ハンセン 校の規則や基地内の深夜外出禁止令を破って

した。しかし、県内では在沖米軍トップによる 所属の海兵隊上等兵カート •K・ビリー(2 3) 稲嶺知事は、 14日に外務省に河野洋平外相 指導に従わなかったため、米軍当局が事件の概

知事や県議会決議に対する中傷に対する怒り 容疑者を逮捕した。容疑は、 1月15午前3時 を訪ねて身柄の早期引き渡しと地位協定(17 要を知らされる前に帰国していた。

は収まらず、 2月7日の沖縄市議会が更迭決議 ごろ同町の居酒屋通りの閉店中の小料理屋に 条5項C)の見直しを強く求めた。河野外相は、 3月7日の参議院予算委員会で警察庁の五

を可決した。電話による謝罪を申し入れたヘイ 侵入してライターで壁に放火、さらに同日午 地位協定の改訂を場合によっては検討しなけ 十嵐刑事局長は「H米逃亡犯罪人引き渡し条約
ルストン米4軍調整官は県に拒否され、 8日午 前6時過ぎに隣接するバーの壁板に放火した ればならないと述べた。県議会は2月16日に に基づく引き渡しも検討している」と照屋寛徳

後になって県庁を訪ねて稲嶺知事に謝罪せざ もの。さらに同月 20日未明にも同じIl潔頃嗚 被疑者の身柄の引き渡しと日米地位協定の見 氏（沖縄選出・社民護憲）に答弁している。

るえなくなった。稲嶺知事は「沖縄の歴史的背 に放火し、 5店舗が全半焼した。本人が現場に 直し、綱紀粛正の徹底、被害者への完全な保障、 地位協定は軍人•軍属の家族には適用されな
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いので、身柄は日本側にある。これまでも通行

中の民間車両への基地内の米人少年による投

石問題やガン所持、麻薬所持などの事件があっ

たが、今回の車両連続放火のような事件はな

かった。海兵隊員による連続放火も少年達の車

両放火もストレスによる鬱憤を晴らすための

放火であり、冷戦が終結し朝鮮半島でも緊張緩

和が進む中での沖縄駐留が兵軍人や家族にス

トレスをもたらしていることを示している。

米軍が演習場外でクレー射撃

第3海兵遠征軍の司令部もある本島中部の

具志川市にあるキャンプ・コートニーで、 19 

99年まで30年以上にわたって軍人らによ

るクレー射撃が海に向かっておこなわれてい

たことが、 2月22日の沖縄タイムスに報道さ

れた。射撃場内には薬英が多数散乱し、浅瀬の

海底には200メートルから250メートル

の飛距離の鉛の散弾粒が海中に山積みにた

まっているいる場所もあったというが、現在は

片付けられている。クレー射撃の弾には、 2-

2.4ミリの鉛玉が3百ー 5百程入っており、

これらの弾は海底にたまり続けていたものと

考えられる。

クレー射撃の行なわれていた海岸は、ヒジキ

が良く採れる所で採取に来た地元の人々は多

くの溜まった散乱弾を確認していたが、2年ほ

ど前に無くなったという。米軍は、昨年から具

志川市にヒジキの収穫をしないよう申し入れ、

今年は「環境調査」を理由にヒジキの採取許可

を出していない。その後、在沖海兵隊環境部が

鉛などの汚染について環境アセスメントを実

施中であることが明らかになった。

ヒジキが多く自生し、地元住民が採取してい

たにも関わらず、米軍が、地域住民に説明しな

いまま水質調査などの環境調査を行なっいる

ことに地域住民は健康上の不安と憤りを感じ

ている。沖縄返還時に基地使用条件を日米で合

意した「5• 1 5メモ」によると、キャンプ・コー

トニー沖については50メートル以内は実弾を

使ってよいが、50-500メートルでの実弾使用

は禁止されている。

実弾の使用が禁じられている以上、地位協定

に抵触することとになる。一方、米軍はクレー

射撃をレクレーションと位置付けて国内法の

規制が及ばないとしているが、ヒジキ採取海域

でのクレー射撃実施が、日米地拉協定第3条3

項の「公共の安全に妥当な考慮を払って行なわ

なければならない」に抵触することは明らか。

さらに日本人にもお金を払えば射撃をさせて

いたということも明らかになった。米軍基地内

の米軍活動をすべて黙認する日本政府側の姿

勢が問題だ。

普天間上空で

CH53ヘリ 2機が接触

2月5日午後9時40分に普天間基地の上

空でCH53大型ヘリ 2機が空中接触事故を

起こし、 1機の回転翼（ローター）の一部が壊

れ他の1機の水平安定尾翼に約30センチ四

方の穴が開いていたことが、 1カ月後の3月7

日にワシントンDCで海兵隊司令部の月次事

故報告が公表されて初めて明らかになった。―

瞬の違いで2機とも墜落する極めて重大な事

故であり、そして基地周辺の密集する住宅地に

墜落していたら、多くの県民の被害者が出てい

たことは明白である。米軍内部では軽微な事故

とされ在沖米軍調整官事務所への事故報告も

されていないことが、 3月12日の宜野湾市長

の抗議の際に明らかになった。対応したディ

ピッド・ラン在沖海兵隊外交政策部長は「よほ

どの危険がない限り基地内の事故は通報の対

象になっていない。法的には知らせる義務がな

い」と説明した。事故に対する米軍側の認識と

基地に隣接して暮らす沖縄県民の認識には大

きなギャップがあること力明らかになった。
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通報体制と通報基準のギャップ

日米間には1997年3月31日の合同委

員会で合意された米軍に関わる事件・事故通報

体制についての確認がある。その合章により、

米軍は、公共の安全、環境に影響を及ぼすおそ

れのある事件・事故が発生した場合、直ちに日

本側に通報することになっている。具体的な通

報基準として、航空機については、(a)墜落投

棄、危険物の落下等の航空機に係る事件、(f)

米国の施設•区域外での飛行場施設以外への米

国軍用航空機の着陸、(h)日本人又はその財産

に実質的な傷害又は損害を与える可能性があ

る事件、などであるが、今回の場合には、 (a)の

「危険物の落下等の航空機にかかる事件」に該

当するとするのが妥当ではなかろうか。一つ間

違えれば重大な事故になるような事故を、損

害額が1万ドルから20万ドルまでのランク

Cだから軽微な事故だったと済ませるのは県

民感情を逆なでするものだ。通報基準が合意さ

れた翌年の1998年7月23日午後にキャ

ンプ・ハンセン演習場内の山中でUH-1ヘリ

コプターが墜落した時も、米軍は墜落ではなく

着地ミスだとして事故通報をしなかったため

に墜落現場の宜野座村をはじめ抗議が相次い

だ。そのとき米軍は「パワーが落ち木の中に

座った」、「機体は修理すれば国復可能で、乗組

員のけがも軽いことから判断して軽い事故(m

ishape)であり、墜落とは考えられない」

とヘリコプター中隊の責任者が説明した。日本

の外務省も米軍の発表どおり着陸ミスであり

事故ではないとした。しかし、沖縄のマスコミ

が墜落したヘリの模様を航空機から撮影して

発表したため、墜落したことが明らかになっ

た。墜落地点は着陸帯から約400メートル

離れた原生林の中だった。その後、稲嶺県政に

なって1999年7月12日に4年3カ月ぶ

りに再開された県・日本政府・在沖米軍による

3者協議会で基地内の事件・事故などにも対象

を広げて通報基準外でも米軍が「情報提供」す

ることで通報体制の運用改善を合意していた。

今回の普天間基地上空でのヘリ空中接触事故

が通報されなかったことは稲嶺県政になって

の三者協合意事項が反故にされたことになる。

県はそのことを深刻に受け止めざるを得ない

だろう。

普天間基地所属ヘリは危険

普天間機知には今回事故を起こしたCH5

3大型ヘリの他にCH46中型ヘリ、AH-1

攻撃ヘリなどが常駐しているが、いずれも危険

なヘリである。特に普天間基地に13機配備さ

れているAHlW攻撃ヘリは、米軍機でも事故

発成率が高く、昨年は4機に回転翼・ローター

にひび割れが確認され交換まで飛行が停止さ

れた。同じく普天間基地に13機が配備されて

いるCH53Eシースタリオン大型ヘリも昨

年8月に米国で同機種が墜落事故を起こし調

査したところ回転翼にびび割れが見つかり 1

0月末までの2カ月にわたり飛行が停止され

た。明らかに修理を要する箇所が見つかった

わけで危険なままで普天間基地の周辺地域を

飛び続けていたことになる。さらに、普天間基

地に24機配備されているCH46中型ヘリ

も老朽化し、ローター軸のひび割れをこれまで

飛行時間24時間毎にチェックしていたのを

10時間毎にチェックすることになった。最大

25名の乗員も 12人に制限しているという。

こんな危険な状態のままで普天間基地周辺の

住宅地上空を飛び回っているのが現状であり、

いつ民間地域に落ちても不忌議ではない。

海兵隊訓練の一部をグアムへ

ジェームス・ジョーンズ米海兵隊総司令官が、

2月12日にワシントンDCの国防総省で県

選出下地幹郎衆院議員との面談で、在沖海兵隊

の訓練の一部をグアムに移すための作業に着
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手したことが2月17日に明らかになった。

ジョーンズ司令官は「私もグアムの基地ががら

空きなのには驚いた。ヘリコプターが5機しか

配備されていない」などと述べ、「訓練の一部を

グアムに移すように言ったところだ」と作業を

着手したことを明らかにした。さらに、ハワイ

の潜水艦3隻をグアムに配備することも決め

たところで家族も移ると説明し、兵力の分散

化が動き出していることを示唆した。

県が海兵隊削減を要求

稲嶺県知事は、 2月22日の県議会の海兵隊削

減決議を受けた2月定例会の代表質問の答弁

で「海兵隊をめぐる国内外の動向を見た場合、

在沖米軍兵力の削減は、一つの方向をもった新

しい流れになりつつある」との認識を示して海

兵隊を含む在沖米軍の兵力削減を日米両政府

に求めていくことを明らかにした。さらに、 2

月26日の代表質問に「県民の基地負担の軽減

を図る観点から、 6カ月ローテーションの訓練

のグアム移転についても可能性について政府

を通して打診したい」と答弁し、始めて海兵隊

訓練のグアム移転について言及した。その後、

3月14日までに米国は、稲嶺知事が日本政府

を通して求めたグアムヘの訓練の移転の可能

性打診について、すでに海兵隊の一部訓練の移

転の検討を開始していることを外務省を通し

て伝えてきたことが明らかになった。 6カ月

ローテーションで沖縄に来る部隊がグアムに

行くことになれば沖縄にそれだけ来ないこと

になり、必然的に海兵隊の削減になる。狭い沖

縄での訓練への不満が海兵隊内部にはあり、グ

アムでの訓練が定着することで、一層のグアム

移転が進む可能性がある。さらに、海兵隊の訓

練には、ヘリコプターは欠かせないから、普天

間基地に配備されているヘリ部隊の一部もグ

アムに配置替えになっていく可能性が高い。そ

うさせなければならない。

在沖海兵隊を5000人へ

米シンクタンク、ブルッキングス研究所のマ

イケル・オハンロン上席研究員が米外交専門誌

「フォーリン・アフェアーズ」の最新号(3・4月

号）に沖縄の約2万人の海兵隊を5千人程度に

するべきだとする論文を発表した（論座4月号

に翻訳が掲載されている）。

同氏はコロンヒア大学とジョージタウン大

学の教授も務める米国の安全保障問題の専門

家。その理由として次のような点を挙げてい

る。「沖縄の海兵隊はある種孤立しており、うま

く前方展開されているとは言えない。沖縄が危

険にさらされているわけではないし、日本の自

衛隊はすでにこの地を守る能力わ持っている。

沖縄に配備されている上陸用の水陸両用船で

海兵隊を現地に送り込む能力は2千人程度で、

第3海兵遠征軍の残りの 1万5千人を装備し

た上で展開させるには不可能な状態。日本にお

ける米軍基地敷地面積の4分の3が沖縄に集

中している国万人を超える人々が募らす沖縄

全土の20％を米軍基地が占有している。SA

CO合意を実現しても基地面積は5分の1減

少するだけであり、しかも海兵隊の普天間基

地の移転先をめぐる現地の反発ゆえに計画を

実行に移せない状態にあるる宜野湾市の町中

にある普天間飛行場を使い続ければ事故が起

きる危険を伴うし、海兵隊は内外に問題を抱え

ている。日本人の80％以上が沖縄の駐留基地

の存在を「好ましくない」か「現地の人々にとっ

て不利」と見ている。大多数の海兵隊は他の地

域に投入するか、アメリカ国内に戻すべきだろ

う。海兵隊の設備や演習場も日本側に返還すべ

きだろう」。

この論文は海外に駐留する米軍兵力の機能

的再編成を通して極めて論理的に普天間基地

を含めた沖縄の海兵隊の大幅削減を提案して

いる。国務長官になったコリン・パウエルもは

戦力展浦の見直しを明言しており、同じくプッ
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シュ政権で軍事問題の実務を担当するリ

チャード・アーミテージやマイケル・グリーン

らも沖縄の海兵隊の分散を主張しているので、

ブッシ政権下で沖縄からの大胆な海兵隊の削

減が進展する可能性は否定できない。

タイミング良く 3月11日に市民団体によ

る「沖縄の米海兵隊の存在意義を検証する講演

会」が那覇市民会館で開かれた。講師の田岡俊

次朝日新聞編集委員は、(1)米国防報告でアジ

ア太平洋「10万人体制」が削除されたのは

第3海兵師団がターゲット、 (2)米国内超党派

グループの「在日米軍の削減やむなし」論、 (3)

パウエル国務長官は米軍の過剰な海外派兵に

批判的である、などの理由を挙げて、在沖米海

兵は削減される環境にあるとした。さらに 1

万5千人いても軍備は18門の大砲だけで、有

事になっても緊急に展開する能力がない。6カ

月ローテーションで駐留する兵員の不満や狭

くて訓練に適さないことから海囚塚内部でも

撤退論者が多数、司令官らのポスト維持だけを

目的とする部隊であるとした。日本政府が思い

やり予算のような補助金まで出して米軍を引

き留めるのは愚の骨頂だと批判した。

連合沖縄が海兵隊削減運動

海兵隊の削減を求める超党派の実行委員会

による県民運動を提起していた連合沖縄は、自

民党など県議会与党や稲嶺知事が参加を見合

わせることになったため、連行沖縄と平和運動

センターの労働組合関係で実行委員会を結成

し県内の民七団体にも運動への参加を呼びか

けていくことになった。3月9日に結成総会が

開かれ、 4月25日に那覇市で県民大会を開催

することと県内と本土で合わせて100万人

の署名運動を取り組むことを決めた。

要求項目は、 1．海兵隊の削減を含む米軍基

地の整理縮小、 2．米軍人・軍属の綱紀粛正、 3.

基地従業員の雇用対策と地主の補償および基

地の環境浄化、 4．地位協定の抜本的見直し、の

4項目。現在の連合沖縄の玉城清会長は、基地

従業員が組織する全駐労沖縄地本委員長であ

り基地を職場とする駐留軍労働者が海兵隊削

減運動の先頭に立っているところにも沖縄の

基地問題のかかえる現実の厳しさがある。雇用

問題や地主への補償など米軍か去っていった

後のことを含めた県民的反基地運動が取り組

まれている。

国調査でジュゴン5頭確認

普天間基地の辺野古沖移設を国、県、名護市

が協議する代替施設協議会の第6回会合が、 3

月6日に首相官邸で開かれ、国が進めてきた

ジュゴンの生息に関する予備調査結果を公表

された調査結果によると辺野古沿岸でジュゴ

ンが餌にしている海草の食跡を4カ所確認し

た他、移設予定地の周辺海域で5頭のジュゴを

確認した。予備調査は、本島北部地域の東海岸

だけでなく西海岸地域でも行なわれたが西海

岸地域ではジュゴン 1頭と食跡1カ所だけが

見つかった。全部で6頭のうち5頭｝ま背中(!)

傷跡や体長などからそれぞれ別の個体と識別

された。

今回の航空調査は、小型飛行機10日とヘリ

コプター 11日の調査。調査で確認されたジュ

ゴン5頭が30から 70メートルの水深の海

域で、いずれも珊瑚礁の沖に位置していること

から、ジュゴンの行動パターンは昼間の満潮

時に浅瀬の海草藻場で採餌を行ない、干潮時や

日中はやや深い海域にもどるといわれている

が、今回の確認された状況はこの行動パターン

に合致している。普天間代替施設の移設予定海

域でのジュゴンの生息状況が確認されたこと

で日米両政府はジュゴン保護のために厳しい

対応を迫られることになる。

国際自然保護連合(1UCN)は昨年10月

にヨルダンで開催された年次総会で国際的環

境団体の総意として日米両政府に対して、次の

ような勧告決議を採択している。日本政府に対
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して、 a．ジュゴン生息域などにおける軍事施

設に関する自発的環境影響アセスメントの早

急な実施、 b．ジュゴン個体群の減少の阻止と

回復に役立つジュゴン保全対策の早急な実施。

米国政府に対して、 a．日本政府の依頼にした

がって、自発的環境アセスメントに協力するこ

と。日米両政府に対してa．自発的環境影響ア
セスメントの結果を考慮に人れ、それに基づい

てジュゴン個体群の存続を確実にするのに役

立つ対策。

以上がジュゴン保護にかかる勧告である。国

の調査が明らかにしたように、辺野古海上の

リーフ内にはジュゴンの食べる海草藻場があ

り、リーフの外に代替施設を造ればジュゴンの

日頃休む所がなくなるので、現在予定されてい

るどのエ法による建設も、ジュゴンの保護とは

両立しないことは明らかであるが、 SACO合

章による代替施設建設を至上命題とする代替

施設協議会は、ジュゴン保護の重い命題を背負

わされながら代替施設建設を前提にした作業

を続けていくだろう。国の予備調査結果公表に

ついて世界自然保護基金日本委員会(WWF

J)の花輪伸一氏は「IUCNは環境影響調査

を勧告した短期間の予備調査だけで済ませれ

ば国際的信義に反する。きちんとしたアセスで

軍基地建設のジュゴンヘの影響を評価し、複数

の代替案を検討するべきだ」と述べた。また、

ジュゴン保護基金委員会の東恩納琢磨事務局

長は「世界中でジュゴン保護は常識で、生息し

ていない米国でさえ環境指針に盛り込んでい

る。本格調査は、専門の環境省が4季を通じて、

最低3年間実施してほしい」と語った。

その後に開かれた名護市議会でも岸本名護

市長は、 3月14日の一般質問への答弁で環境

アセスメントについて「数ヵ月では困る。 1、

2、3年とじっくりやってほしい」と答弁し、長

期間の環境アセスが必要であるとの見解を示

した。

辺野古沖でヘリ騒音調査、その他

第6回代替施設協議会会合では、ジュゴンの

生息調査報告だけでなく、滑走路を2千メート

ル級にすることと民間利用部分を10ヘク

タールにすることなどを了承して、代替施設規

模の骨格をほぼ決定した。今後は、工法と建設

位置の協議に入ることになるが、滑走路の位置

の違いによるヘリ騒音を検証するための辺野

古沖でのCH53大型ヘリ 4機編隊によるテ

スト飛行が3月10日に行なわれた。辺野古地

区との距離をl.1キロ、1.4キロ、 2キロ、 3

キロの4コース飛行した後、空中停止（ホバリ

ング）などをした。途中 1機がエンジン不調の

ため離脱した。

この調査に立ち合った辺野古区の宮城行政

委員長は「3キロ以下では騒音がひどく、生活

できないと感じた」とマスコミにコメントし

た。同区の嘉陽区長は、海上だけでなく凍海岸

から西海岸へ）「民間地域上空を飛ぶ調査も実

施してほしい」と不満を示した。ヘリ基地に反

対する住民団体は、ヘリ基地建設を前提とした

調査だとして辺野古海岸に約50名が集まり

抗議行動を展開した。

私としては辺野古周辺海域の長期環境アセ

スを実施させながら、普天間基地の周辺の危険

な状況を改善するために、日米両政府の責任で

当分の間は普天間基地へのヘリ部隊のロー

テーション配備をグアムに回してもらうよう

取り組みたいと考えている。辺野古の海上に代

替施設ができるまで普天間基地のヘリ部隊を

グアムに移すことは、 SACO合意に反すると

も思えないが、県や国はどう反応するだろう

か。今年の1月から2月、 3月と海兵隊基地問

題で大きな流れが始まりつつあることを感じ

させる事件や事故、ニュースが多かった。報告

出来なかったこともあるので、次回に報告した

い。 (3月16日記）
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まとめとコメント青木雅彦

［軍隊・基地・市民・自治 ］ 
◆北漏道への米艦纂中寄漕作鵬人厩北

合年の2月に米海軍が目瀦んでいた北海道民間港への集中寄港作戦

は歴史的な敗北に終わっだ。当初寄港を予定し乞函館室隠苫小牧、

小樽のうち、予定通りの寄港は函館のみ。苫小牧は市長ば商業港史：守

るという原蜘立場を崩せずに、小樽ばえひめ丸摩故の直衡万市民

感楕に配慮して」という米軍が口にしだくない理由て断念ピざるをえ

なかっ乞米宣の狙いとは全く逆こ港長の管理権百市民感楕刃寄港

拒否の理由となり得るということを身を以つて証明してしまった。

北海道新聞2月05日

米陸軍の空港利用で道に申し入れ連

合北海道

米陸軍が日米共同寒冷地訓練のため

今月中旬から中標津、釧路両空港を使

用する問題で、連合北海道⑤井正行会

長）は五且空港の利用は周辺国との緊

張を高め這民の安全を脅かすとして、

道が国や米軍に使用中止や反対を訴

えるよう堀達也知事に要請した。

連合側は「道内港湾への相次ぐ米艦

船入港に続く空港の軍事利用で、問題

が多い」と指摘。道の磯田憲一総合企画

部長は、 1)道が管理する中標津空港に

ついては、法や条例を順守し。住民の安

全に配慮するよう国に申し入れる、 2)

釧路空港lごついては安全への配慮を

管理者の国に申し入れるーと答えた。

朝日新闊2月7日

米軍の港使用巡り、自治体連絡協議会

設置へ

米軍が道内の民間港や空港を集中的

に使用することについで道の磯田憲

-•総合企画部長は6 日、道議会総務委

員会で「早期に関係自治体との協議の

場の設置に向け努めたい」と述べ、市町

村間の調整や意向を聞く連絡協議会

を設ける考えを示した。

米軍艦が寄港する予定の苫小牧港は

道と苫小牧市の共同管理になってお

り民主・道民連合の沖田龍児氏が、「港

湾管理者の判断を尊重すると言って

いるだけでは道の対応としては不十

分」と指摘。強引な空港使用を含め、「各

首長は対応に悩んでいる』道と関係自

治体の協議会を作って取り組む考え

はないか」とただし迄磯田蔀長は今後

も「自治体とび胄報交換に努似誠意を

持って対応したい」とした。

北海道新聞2月3日

米フリゲート艦が函館入港，集中寄港

の皮切り

【函館】米海軍第七艦隊所属のフリゲー

ト艦「ゲーリー」（三、八00t、二百二
十五人乗り組み）が三日午前九時、暴風

雪の中、予定時間より一時間遅れて函

館港に入港し、同港万代ふ頭に接岸し

た。六日まで滞在するc二月中には苫小

牧港に第七艦隊旗艦ブルーリッジ、小

樽港にイージス駆逐艦ジョン•S ・マッ

ケインの米艦の寄港が予定されてお

り、函館は“道内集中寄港”の皮切り。ふ

頭では、市民団体や労働団体などが抗

議行動を展開した。

ゲーリーの寄港目的は「補給・休養お

よび親善」。水と燃料を補給するほか、

一日最大百六十人が上陸する函館港

への米軍艦の寄港は、同市港湾部に記

録がある一九七三年以降、緊急入港を

除いて五十五隻目。日米防衛協力のた

めの新指針（ガイドライン）成立後は緊

急入港を除いて五隻目で最近では昨

年十月、小樽港の米空母キティホーク

寄港と同時期に給油艦が寄港した。

北海道新聞2月1日

苫小牧市長がブルーリッジ寄港容認

を表明

【苫小牧】米海軍第七艦隊の旗艦！ーブ

ルーリッジ」(-jし二ぐ又）t）が苫小牧

港への寄港を求めている問題で、苫小

牧市の鳥越忠行市長は一日午前、同市

役所で記者会見し、「核搭載はないと推

察した」と述べ受け入れを表明した。

烏越市長はこれまで核搭載の有無が

不明確なことや同港の混雑を理由に、

米側に寄港の再考を要請していた。プ

ルーリッジは七日から九日まで、苫小

牧港に寄港する。

同市長は核搭載の有無について「三

十一日に外務省から二度目の回答が

あり、（ブルーリッジに関しては）日米

安保条約に基づく事前協議は一度を

行われていない、ということだった総

合的に核搭載はないと推察したJと説

明c一方で明確な回答がなかったごと

に強い不満を示し、「非核三原則は国が

決めたこと核搭載の有無を明らかに

し、自治体に示すのは国の責任だ」と強

調した。

また、同港の混雑についてはぷ側が希

望する同市中心部の西港ではなく、比

較的すいている郊外の東港にするこ

とで受け入れ可能と判断した。

北海道新聞2月07日

米艦プルーリッジ、水深不足で苫小牧

東港への寄港断念

【苫小牧】苫小牧東港に七日午前、寄港

を予定していた米海軍第七艦隊の旗

艦ブルーリッジ(-九二OOt)が、岸
壁の水深が浅いとして寄港を断念し、

母港の神奈川県横須賀港に向かった。

海上保安庁などによると、米艦船が物

理的理由で国内の港に入港できな

かった例は「聞いたことがない」とい

う。

入港断念は苫小牧港管理組合に当
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初、報告されていた喫水（海面から船底 判断した。十三日午後十時すぎに、米海 米艦船の民間港寄港にきっぱり 方的に住民が犠牲になっている状況 常飛行なども控えることも伝えた。近 地で実掩を予定していたが、二十三日

までの深さ）と実際の喫水が異なって 軍第七艦隊の幹部が訪問延期を決定 「ノレヽ →」を突き付ける仕組みづくりを進 は耐えられないわれわれが一致して、 く実施されるとみられる次回のNL も夜になって中止を問施設局側に伝

いたため。同日午前七時四十分ごろ、水 したあくまで延期であって中止では めようと、「非核•平和条例を考える全 国と米軍に騒音解消を働きかけたい～ Pは硫黄島で完全実施するよう努力 えた。大和市によると、予定日の初日か

先案内人がブルーリッジに乗り込み、 ない」と述べた小樽市へは在札幌米国 国集会inヨコスカ」が十日、横須賀市 と開催趣旨を説明。その後各市長が騒 するごとも両市長に伝えたc ら二日連続の訓練中止は異例という。

改めて調べたところ．当初の報告より 総領事館から連絡する予定という。 深田台の市文化会館で開かれた。県内 音実館などを報告しながら対応策な

七0cm深い九・七mだったc寄港予定 十三の労働団体や反基地市民団体な どを話し合った。 東奥日報 2月23日 神奈川新聞 2月28日

の東港中央ふ頭は水深ー1□mしかな 北海道新聞02月14日 どでつくる実行委員会の主催と「地域か 会議での確認事項は共同声明として NLP問題で米軍基地司令が・陳謝・ 教室に響く航空騒音

く、船が安全に接岸するためには通常． 頻繁な米艦入港自粛を小樽市長が外 ら平和をつく巧うを合言葉に自治体 取りまとめ、本士でのNLPを行わな 三沢市の鈴木重令市長は二十二日、 厚木基地周辺の学校躙査

喫水の一割増の水深が必要とされて 務省に要請 の戦争への非協力体制の構築や米艦 いよう硫黄島での訓練実施と抜本的 米海軍艦載機の夜間離着陸訓練(NL 在日米海軍厚木基地の航空機騒音

いることから、水先案内人が位安全に接 小樽市の山田勝麿市長は十四凡外 船の寄港を食い止める方策を模索す な解決策を国と米軍に求める方針な P)強行に抗議し昨年九月から続けて が周辺の学校生活に大きな影響を及

岸できない」と判断したという。このた 務省を訪れ、米原潜と実習船との衝突 るのが狙い。県内外から市民団体の関 どを盛り込んだ。解決策に関しては「わ いる「米海軍との友好中断」について． ぽしていることが27日、県が十八年

め、米海軍は船舶代理店と在札幌米国 事故の影響で｀米海軍が第七艦隊所属 係者ら約八百人が参加した。（横須賀支 れわれの気持ちを受け止め、日米両政 二十三日に臨時庁議を開き再検討す ぶりに実施した調査から明らかに

総領事館を通じて，港湾管理者の烏越 のイージス艦ジョン•S ・マッケイン 社・石川修巳） 府が議論して解決すべきだ」との考え るごとを明らかにした。米海軍三沢航 なった。最も基地に近い地域（ゾーン）

忠行苫小牧市長に西港への入港を打 （九．七00トン）の小樽寄港を延期し この集会は．一九九九年の北海道・函館 方から、具体案までは踏み込まなかっ 空基地隊司令のリチャード •D ・ハイ大 では教員の9090以上が―騒音の影響

診したが、鳥越市長は他船の安全性確 たことに関連して、頻繁な米艦の小樽 大会に続き二回目淡艦船の民間港へ た。 佐が二十二日、市役所を訪ね蘭硫黄島で がある」と回答。騒音が激しい場合は、

保などを理由に要請を拒否した 寄港は控えてほしいとの意向を表明 の寄港が相次ぐ中｀寄港時に核不搭載 全面的に実施するよう努力している」 ほとんどが「授業を一時中断するとし

烏越市長とマイケル・メザーープ総領 した。同省は引き続き寄港に協力する を証明する文書の提出義務付けや平 神奈川新聞 2月6日 と在日米海軍の姿勢を伝え理解を求 ている。今回の調査では夜間離着陸訓

事は同日正午すぎ苫小牧市役所で記 よう求めた。 和目的以外の利用を認めないことを デモ飛行中止を示唆 めた」大佐の訪問について市長は「NL 練(NLP)だけでなく、日中の飛行が

者会見。市長は「（西港の入港要請を拒 市長は席上「今回、米側が市民感情に配 盛り込んだ「非核•平和条例」に着目し、 地元に厚木基地司令官 Pにはあくまでも反対」とした上で「考 地域生活に大きな影を落としている

否したのは）商業港の役割を守りた 慮し寄港を自粛したことは的確な判 条例制定に向けた運動方法の学習や 近隣住民が騒音被害などを訴え、地 えが甘かったということで反省、おわ 実態が、あらためて浮き彫りになった

かったからだcこれで心『小牧港は来れ 断芯昨年十月に米空母が寄港したば 各地の運動報告などが行われた。 元自治体が中止を求めている在日米 びに来たものと受け止めてもいいの 形だ。

ばすぐ入れる港ではないということ かりであり、今後も頻繁な寄港は控え 民間港寄港をめぐっては、神戸市が七 海軍厚木基地の基地開放日の展示飛 ではないか」と友好中断を再考する理 調査は基地周辺住民1万人や児童・

が分かってもらえたと思う」と語った。 てほしい」と述べた。これに対し同省の 五年の市議会決議により、外国艦船の 行（デモフライト）について、同基地司 由を語った。 生徒らを対象に、昨年7-9月に実施。

上月豊久日米安全保障条約課長は「今 寄港時に非核証明書の提出を義務付 令官のケビン・マクナマラ大佐は5日、 会談は非公開で行われ終了後｀鈴木 アンケートのほか、防音工事の効果を

回は延期なのでいずれ米側から寄港 けている。九九年には高知県議会や函 大和市の土屋侯保、綾瀬市の見上和由 市長が取材に応じた。市長によるとハ 確認する計測調査なども行った久対象

北海道新聞 2月14日 要請があれば協力願いたい。寄港は日 館市議会でこの仕組みの条例化に向 両市長とそれぞれ会談し、太平洋艦隊 イ大佐はそ荘臥でも来ない阪り百パ•一 地域は基地周辺の六市で、W値（うるさ

米海軍、小樽寄港を延期ハワイ沖の事 米安保条約上の権利なので、断ると大 けた動きがみられたほか、同様の市民 司令官、在日米海軍司令官もいろいろ セント、硫黄島で行うよう最善の努力 さ指数）により最も大きいr8 o以ニ
故受け きな問題になってしまう」と述べた。 運動は小樽市など全国各地に広がっ 検討しており地域の事情を配慮した をしている」とした上で、昨年九月のN (Aゾーン）から顛に、「 70 未満— :D

在日米海軍（司令蔀・横須賀）は十三 ているという。 中で対応が決定されるだろうと述べ、 LP実施により三沢市が友好中断を ゾーン）まで区分けした。

圧今月二十日から二十三日まで計画 神奈川新聞2月11日 中止にする可能性を示唆した。 打ち出し、他の悶係自治体にも波及し このうち｀教員、児童•生徒を対象に

していた米海軍第七艦隊所属のイー 地域から断固rノー」 会談した土屋大和市長によれば、マ たごとを挙げ「海軍J:.:層部も『何として した意識調査は、前回対象としなかっ

ジス艦ジョン•S ・マッケイン（九、七〇 非核•平和条例全国集会 クナマラ司令官り）この遠回しな発言 も硫黄島で実施するぇという気持ちが た高校を加えるなど、小・中学校と合わ

Ot)の小樽港への寄港を延期した、と に対して「中止されると期待してよい 薄れていた」しかし三沢から波及した せた初めての本格的な実施。

発表した。ハワイ沖の米原潜と愛媛県 ◆牽竃直薗饂鼻●可鰭慶●●？ のか」と確認したところ、司令官は明確 一連の抗議行動でこれを再認識する 対象は、Aゾーンでは教員が13校1

の漁業実習船の衝突、沈没事故で被害 三沢市の「絶交宣言」で自治体をなめちゃい力んと少し反省し芝米軍。折 な言い方ではないものの「そのように ことができたjと述べたという。 32 人、児童♦生徒が 10校 7 9 7人。

者の家族に配慮した措置としている。 りからハワイ沖での米原潜事故が起こリ、とても本土でNLPをできる雰囲 受け止めてもらっても構わない」と答 Bゾーンでは教員が77校726人．

新たな寄港日程は未定だが、寄港計画 気でなくなった。米宣が「絶対不可欠」としていだ本土でのNLPも、その気 えた。 東奥日報 2月25日 児童•生徒が 1 1校805人ーなどで、

を改めて練り直す必要があるため、決 になれば硫黄島だけで十分だということもバレてしまつだ。 また、見上綾瀬市長も「ぜび廃止の NL P2日連続で中止 回収率は教員がいずれも90おを超

定までにはかなりの時間がかかると 方向でお願いしたいと求めたところ、 米軍横須賀基地（神奈川県横須賀市） え、児童•生徒はすべて 100%。

みられている。 神奈川新聞 1月30日 した上で、国と米軍にNLPの硫黄島 同司令官は「（在日米海軍の）チャプリ を事実上の母港とする空母キティ このうち教員への調査では、騒音の

在日米海軍司令部によると米国市民 NLP騒音対策で初会合 での実施と、抜本的な騒音解決簗を求 シ司令官とも『友好関係を大事にして ホーク艦載機による夜間離着陸訓練 影響について、A、 B ゾーン(1）4ヽ•中•高

と米海軍は、ハワイで起きた実習船「え 大和で全国5市の市長 めていく方針などを盛り込んだ。 いきたい』と話していなと答え、要求 (NLP)について米軍は二十四日横 校とも90％以上が「かなりある」また

びめ丸」の事故を深く悲しんでいる。こ 在日米海軍の空母艦載機による夜 意見交換会には、厚木基地を抱える に応じる姿勢を示したという C 浜防衛施設局などの問い合わせに対 は「時々ある」と回答騒音への対応（複

の悲劇に巻き込まれた実習船の乗員 間離着陸訓練(NLP)が行われている 大和市の土屋侯保、綾瀬市の見J::和田 両市の基地対策課によると、司令官は し同日に厚木基地（同県大和市など） 数回答）は、Aゾー→ンの学校ほぽすべて

の家族と日本国民の感情に配慮し、小 米軍基地を抱える全国五市の市長が 両市長のほか、山口県岩国市（岩国基 協防衛施設庁に行っているNLPの事 で予定していた訓練の中止を伝えたc で「授業を一時中断する」（小学校98

樽への寄港を延期した」と述べた。 二十九比大和市役所に集まり、各地の 地）の井原勝介、東京都福生市（横田基 前通告を今後は国と同時に地元自治 中止の理由は明らかにしていない。ま ％、中・高校10 0%)としたほか、 B

まと同司令部のジェームズ・グレイ 激烈な騒音実態や解消に向けた取り 地）の野沢久人両市長、青森県三沢市 体にも行う」方針を示した。また、 19 た硫貨島でのNLPの予備基地と ゾーンでも 90-98％の学校で同

ビール報道部長は北海道新聞の取材 組みについで初めて意見交換した終 （三沢基地）から鈴木重令市長代理の冨 日に予定されている県立高校の入試 なっている三沢基地でも二十三日に 様の措置をとっている。

に、「小隊市民や日本国民はハワイの事 了後に発表した共同声明には「一部の 田善作助役ら五人が出席した。 日には受験生への影響を配慮し、前夜 続き二日連続で訓練が行われなかっ

故に悪い感情を持っていると思い、い 基地住民だけが受忍限度を超える騒 呼びかけ人となった井原岩国市長は を含め、当日の英語ヒアリングテスト た。

ま、小樽を訪問すべき時期ではないと 音被害を受けるのは納得できない」と ー「国防上の必要性は承知しているが、― 時（午前9時20分ー同30分）には通 米軍は二十三日から四日間、厚木基
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♦日出生鯰での濤異戴賣璽
我が防衛庁長官が「ぶつだるんでいる」と形容した米軍の腐敗は全

軍の問題。海兵隊ガサービス？で日本の民間人にりゅう弾廻の発射

のひもを引かせていた。ホントは海兵隊を監督するはすの防衛施設

庁は何と反対派を尾行。しかもこ窃ぷったるみ槌浜隊に、日本人の

税金で豪華ね〗湯布院一立派なホテル」を建ててやっだ。

西日本新聞 2月3日

8日から在沖縄米軍実藻訓練

大分•日出生台

大分県の玖珠九重、湯布院三町にま

たがる日出生台（こ＼じゅうだい）演習場

で八日から、米軍による三回目の訓練

が始まり、二十日まで八日間の日程で

実弾砲撃が続く。二日には在沖縄米海

兵隊の本隊約百人が、沖縄県•嘉手納飛

行場から民間航空壌で現地入りし、先

発隊約百十人と合流した。国内にある

米軍基地の約七五パーセントが集中

する沖縄の「負担軽減」を目的に本土

の五カ所に分散移転されて四年。演習

場では訓練のための施設整備が充実

する一方、移転を検討する住民も出て

きた。回数を重ねることで“慣れ”への

不安を抱えたまま地元では訓練の常

態化がいっそう現実味を増している。

二日午前、山手に雪が残る日出生台

演習湯貸し切りバス三台で現地入り

し撚々と降り立った迷彩服の米兵た

ちは、続々と真新しい宿泊施設に消え

ていった約三百人を収容する三階建

て宿泊施設の外観は薄いピンク色。別

棟には浴場、食堂、調理場も完成してお

り、地元住民はr場布院一立派なホテ
ル」と皮肉る。

造成、建設費は日米特別行動委員会

(SACO)予算で約十八億円。地元の

玖珠町と演習場の境界約十三キロに

は昨年末「安全警備のため」（福岡防衛

施設局）の防護さくとしてロープを張

る新しいくいが立てられた

訓練の移転決定後、弾薬集積所や電

光掲示板など場内の施設整備費(SA

CO予算）は計三十億円を超える。

演習場入り口前で開かれた抗議集

会で、反対住民は「演習場が米軍のため

に強化されている。この先に何がある

のか」と声を張り上げた。「沖縄の負担

群減」を名目に訓練がずるずると拡大

してしまうのではないかとの危機感

があるのだ

国は砲撃音の騒音対策の一環とし

て、騒音のびどい玖珠町内の一部で移

転希望者を募り、住宅や土地を買い取

るごとを決めた。本年度は、高齢などを

理由に独居や夫婦の六世帯八人が移

転を申請した。

終戦直後の米軍駐留時代、地元で暴

行、殺人など米兵絡みの事件が多発し

た記憶が、今も住民にはあな沖縄米軍

の司令官が米兵の犯罪のたびに綱紀

粛正を叫んでも、また同様の事件が起

きてしまうことも、住民らは知ってい

る。

地元の玖珠、湯布院両町は今年も児

童生徒の通学時にタクシー送迎を始

めた。ある母親は「慣れで事件事故が起

こることが一番心配」と話す。反対住民

グループは「事件事故を未然に防ぐた

めには、住民の厳しい目が必要だ」とカ

を込める。

毎日新聞 2月10日

＜米海兵隊＞演習視察の

自治体関係者に砲弾を発射させる

大分県の陸上自衛隊日出生台演習

湯で実弾砲撃演習中の米海兵隊が、演

習を視察した自治体関係者に砲弾を

発射させていたことが10日分かっ

た福岡防衛施設局は「安全上の問題は

なかったと思われるが、日本では一般

人が砲撃するのは社会通念上問題が

ある」と海兵隊に抗議した。

施設局によると、自治体関係者向け

には9日午前9時～正午に演習が公

開された。県や地元の玖珠、九重、湯布

院町を含む6市町の職員、自治会役員、

議員など67人が参加。海兵隊は「演習

の安全性を理解してもらう」との趣旨

で、砲門の間近から砲撃の手順見学を

許可し迄隊員が砲門角度の設定、弾丸

装てん、火薬挿入を一連の手順でした

後、視察参加者が砲門後部にある発射

用ロープを引いたという。弾は6キロ

先の標的に着弾した。当時は施設局職

員も同行していた。

毎日新聞2月14日

＜実弾砲撃事件＞日出生台演習での

発射玖珠町議の2人

大分県の陸上自衛隊日出生台演習

場で実弾砲撃演習中の米海兵隊が地

元の視察者に 15 5ミリりゅう弾砲

を撃たせた問題で、少なくとも玖珠町

議2人が発射していたことが14日

分かった。

視察に参加した自治体関係者など

によると．米海兵隊員が砲門角度の設

定弾の装てん、火薬挿入の一連の手順

を終え、安全確認をした後、手招きで町

議の一人を呼び寄せ、砲門後部にある

発射用ロープを引かせたという。また

別の砲門では玖珠町内の自治委員と

みられる見学者と別の町議が発射用

ロープを引いたという。いずれも見学

者が発射したことを知った福岡防衛

施設局職員がすぐに海兵隊に抗議し、

砲撃が中止になったという。

西日本新聞 2月15日

米軍訓練実射問題

「信頼回復努めたい」

玖珠町議会再発防止申し合わせ

【大分】 在沖縄米海兵隊が日出生台

演習場で実弾砲撃訓練を公開した際、

玖珠町議らに砲撃させた問題で、同町

議会の角井仁紀議長は十四日、記者会

見し「事実であれば大変遺憾住民や町

に迷惑をかけたことは申し訳なく｀信

頼回復に努めたい」と述ぺ、議会として

再発防止を申し合わせたことを明ら

かにした。

しかし、町議らが実射した事実や状

況は「現在福岡防衛施設局が調査中」と

述べるにとどまった。

玖珠町議二十人のうち公開訓練に

は十二人が参加阜身も参加した角井

議長は当日は米軍主導で行われ、単独

行動が許されず、間近で砲撃を見学す

るとは予見できなかった」と強調した

うえで「事前に国と米軍が綿密に打ち

合わせるべきだったと不満も漏らし

た。
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大分合同新聞2月23日

民間人発射問題

県警が告発不受理

在沖縄海兵障が玖珠町謡らに一五

五mmりゅう弾砲を発射させた問題

で、社民党県連合などでつくる日出生

台対策会議（浜田博議長）は二十二日、

発射のびもを引いた民間人とそれを

勧めた米兵の行為が銃刀法追反〶？持）

させた事実はあったとしたうえで

(1)びもを引く前の一連の行為に見学

者は関与しておらず銃刀法で禁止し

ている「所持の状態がぽ軍側から）見

学者に移転していない(2)煤発物取締

罰且1jの「使用Jについてむ殺傷や治安

を乱す目的認識がなかったと指摘 C,-犯

罪にならないとの判断を伝えた

などに抵触するとして、県警に告発の 西日本新聞 2月24日

意思を伝えた。しかし、県警側は「事実 襴岡防衛施設局

閲係を捜査したが、明らかに犯罪の構 日出生台反対派を尾行

或要件に該当しない］として受理しな 組織的に 1時間喫茶店の中まで

かった 大分県・日出生台演習場での実弾砲

浜田議長や弁護士ら六人が県警を 撃訓練を終え、県内の観光地などに外

訪れ、事前に提出していた百二十七人 出した在沖縄米海兵隊を監視してい

連名による告発状の正式受理を要請 た地元の反対住民グループの行動を、

した。 対応した原口二郎•生活保安課 福岡防衛施設局の現地対策本部が組

長は「捜査の結果、米軍側が砲の射角設 織的に尾行・藍視していたことが分か

定や火薬の選別、弾薬装てん、安全確認 り、戸田屋弘・同施設局長は二十三日、

をし、見学者に発射びもを引かせ発射 同県湯布院町の住民グループ事務局

を訪れ不快を与える行為がありおわ

びしたいと栢〖謝した。

海兵隊員は二十一日かふ演習場か

ら同県安心院町などの観光地に外出c

米兵に同行した同施設局職員が二t-

二日、現地対策本部長の指示を受け、米

兵の監視を終えた住民グルヽープの車

を尾行。途中、食事のために立ち寄った

喫茶店内でも監視を続け、食事後に店

外で抗議を受けるまでやめなかったし

ー～ー，

i ♦最近の米軍の乱脈ぶりは日本i
iの警察やお役所に負けず劣ら 1

，ず。ここでは紙幅の関係でほん

の一部しか引用できない。他の

記事や引用記事の全文は、この

ソースであるhttp://

www.egroups.co．如／m邸均ges/
nomorewarを参照して下さい。

• Ill ●嚢● ● ● ●璽● ● ●璽● ● ● ●鱚● ● ●璽璽璽●璽璽璽璽•............璽璽●璽● ● ●璽●璽●霙鬱

⇒12ページから 一←—-,:··-- → 

9→・::ふ一 9:;:,、 Cマニ ‘‘←  ← 雪▼ 9 へ^ ～ 

要を案内していただいた。メハンリはソウルの ，＇、s,;，終孔

南南西に位置し、高速バスで1時間強。比較的

ソウルに近かった。

私は、広島での反基地運動の状況を説明し、

特に米軍岩国基地を基点とした低空飛行訓練

の不当性と、場合によっては岩国所属機がメハ

ン＇）で実弾攻撃訓練をしている可能性がある

ことを指摘し、ともに連携をとって闘っていき

たいことを話したところ、大いに意気投合する

ことが出来た。基地には鉄条網が張り巡らされ

ており、警備は韓国警察が行っているとか。日

本では考えられないことだ。

基地の向こう側に海岸が見え、その先に標的

となっているノン島が見える（写真）。この島は

米軍による爆撃訓練で長さも高さも三分の一

程度にまで削られてしまったという。海岸から

約1200rnくらいだが潮が引くと歩いていける

ほど平坦で豊かな干潟が広がっている。村の食

堂で、海辺の干潟で捕れるアサリを入れたソバ

をごちそうになり、寒い中、海岸に突き出た防

波堤を歩き、海岸からノン島までの様子をうか

がうことができた。暖かい季節であれば、干潟

透て企・｀ →← 1戸二八へ、＼土＊含が主ヰ

を歩いて、島まで渡り、またどんな生物がいる

か調べてみたいと思った。

会議のテーマである非核地帯化に関しては、

とりあえず、日韓両国の実情に応じて、それぞ

れのネットワークを拡げていくことが確認さ

れた。広島では、 3月20日に「核兵器廃絶をめ

ざすヒロシマの会」が発足し、思想・信条の違い

を越えて、 21世紀の出来るだけ早い段階での

核兵器廃絶をめざして、広島の市民が出来る限

りの声を上げていくことになっている。その活

動課題の中には北東アジアの非核地帯化の

テーマがかかげられている。今回のセミナーを

機にできた国際ネットワーク準備会の活動に｀

広島が果たせることはかなりあるのではない

かと思いつつ、帰国した。♦♦
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編者●「いのくら」某地問題研究会
発行●明石書店
体裁●A5版350ページ
執筆者●新倉裕史（非核市民宜言運動ヨコスカ） ／沢田政司（相模

補給廠監視団） ／木元茂夫（派兵チェック） ／佐藤治（神奈川高教
組） ／田巻一彦（キャッチピース）

内容•
l．周辺事態法とは 2．周辺事態法と自治体 3．分野別：こうやって強力
を拒否しよう一港湾／空港／施設設置／輸送／廃棄物処理・給水／
医療／惰報公開 4．周辺事態法と自衛隊 5．座談会

資料多数掲載

定価●2400円＋税（本誌読者には
割引があります。編集部にご注文
ください）

-+5ページから

拒否」は、港湾法13条（不平等扱いの禁止）にあ

たる、という主張の正当性が大きな論点に

なった。西山氏は「13条はもともと民間の商船

を想定した条項。軍艦にあてはめるのは筋違

い」と政府の主張を批判した。． 
二日目の午後は平和船団による臨海公園で

のデモンストレーションが実施された。ボート

持参の呉・広島ピースリンクのメンバーをはじ

め、横断幕「市民が創る平和な街・函館」持参の

函館からの参加者らが地元神奈川の参加者の

リードで海上で横断幕を広げた。

次回開催地候補に佐世保や高知•••などが挙

がった。2日間の参加者は1400人。「非核平和条

例化」に意欲的な人々が多く生まれたらよかっ

たと思う。 （山中悦子）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
編●新しい年がはじまったとたんに、大幅

!I言：は口）；;ヽ 1今月晶言悶；
港情報」は担当の手違いで間に合いませ

んでした。大事な時なのになんというこ

とでしょう。 （た）

会計報告
(01.1.25~3.15) 

： 「収入l
i 0前月からの繰越し
io当期の収入
： 会費収入
＇ （内訳）維持団体

維持個人

参加団体

参加個人

通信会員

カンパ収入

預金利子

資料収入

運動収入

旦
●当期の支出

事務所代 (3月分）

水道光熱費

電話FAX費

郵送費

文具・備品

， 印刷・コピー代

i 振り込み等手数料

1 分担金

1 雑費

I ●次月への繰越し

0
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0

0

0

0

0

0

0

0
0
0
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40,000 

6,362 

4,620 

38,020 
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゜4,560 

380,280 

23,000 

98,686 

304,594 
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